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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

(単位：千円)

(注) 上記退職給付費用以外に退職金規程の改訂に伴う過去勤務費用として当連結会計年度378,108千円を特別損

失に計上しています。

(5) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりです。

(単位：千円)

(6) 年金資産に関する事項

①  年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

②  長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しています。

(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎(加重平均で表している。)

３ 簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

(単位：千円)

勤務費用 158,655

利息費用 38,468

期待運用収益 △73,998

数理計算上の差異の費用処理額 △37,522

会計基準変更時差異の費用処理額 33,294

確定給付制度に係る退職給付費用 118,898

数理計算上の差異 39,411

会計基準変更時差異 △33,294

合計 6,117

債券 35.2％

株式 22.9

保険資産(一般勘定) 26.1

その他 15.8

合計 100.0

割引率 1.1％

長期期待運用収益率 2.5％

退職給付に係る負債の期首残高 243,238

退職給付費用 30,616

退職給付の支払額 △27,054

会計基準変更時差異 4,131

退職給付に係る負債の期末残高 250,932
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(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

(単位：千円)

(3) 退職給付費用

(単位：千円)

４ 複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度への要拠出額は188,148千円です。

①  制度全体の積立状況に関する事項(平成25年３月31日現在)

(単位：千円)

  ②  制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合(平成25年３月31日現在)

積立型制度の退職給付債務 ―

年金資産 ―

―

非積立型制度の退職給付債務 250,932

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 250,932

退職給付に係る負債 250,932

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 250,932

簡便法で計算した退職給付費用 30,616

イ．東京印刷工業厚生年金基金

年金資産の額 94,375,442

年金債務の額(責任準備金＋未償
却過去勤務債務残高)

136,926,193

差引額 △42,550,751

ロ．関東五県印刷工業厚生年金基金

年金資産の額 13,861,855

年金債務の額(責任準備金＋未償
却過去勤務債務残高)

17,604,881

差引額 △3,743,026

ハ．東京貨物運送厚生年金基金

年金資産の額 102,293,990

年金債務の額(責任準備金＋未償
却過去勤務債務残高)

133,662,392

差引額 △31,368,401

イ．東京印刷工業厚生年金基金 2.18％

ロ．関東五県印刷工業厚生年金基金 14.56

ハ．東京貨物運送厚生年金基金 0.13

－62－



  ③  補足説明

上記①の差引額の主な要因は、次のとおりです。

(単位：千円)

イ．東京印刷工業厚生年金基金

未償却過去勤務債務残高 26,514,955

不足金 16,035,796

ロ．関東五県印刷工業厚生年金基金

未償却過去勤務債務残高 2,884,977

不足金 858,049

ハ．東京貨物運送厚生年金基金

未償却過去勤務債務残高 26,160,852

不足金 5,207,549

過去勤務債務の償却方法は、次のと
おりです。

イ．東京印刷工業厚生年金基金 期間20年 元利均等償却

ロ．関東五県印刷工業厚生年金基金 期間20年 元利均等償却

ハ．東京貨物運送厚生年金基金 期間12年 元利均等償却
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(注) 当連結会計年度において、税金等調整前当期純損失を計上しているため記載を省略しています。

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成26年法律第10号)が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当連結会計年度の

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解

消が見込まれる一時差異について、前連結会計年度の37.8％から35.4％に変更されています。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が9,303千円減少し、当連結会計年度に計上

された法人税等調整額が同額増加しています。

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

(繰延税金資産)

貸倒引当金 35,134千円 32,670千円

賞与引当金 68,710 63,760

退職給付引当金 260,412 ―

退職給付に係る負債 ― 487,819

役員退職慰労引当金 12,476 10,680

未払事業税 3,008 7,978

未払事業所税 3,485 3,216

ゴルフ会員権評価損 7,307 4,973

減損損失 197,764 168,846

繰越欠損金 54,842 26,921

長期前受収益 83,521 57,433

その他 33,595 33,838

繰延税金資産小計 760,261 898,139

評価性引当額 △130,180 △107,212

繰延税金資産合計 630,080 790,926

(繰延税金負債)

前払年金費用 △116,648 ―

退職給付に係る資産 ― △202,878

その他有価証券評価差額金 △450,944 △641,802

その他 △8,914 △6,061

繰延税金負債合計 △576,506 △850,742

繰延税金資産(負債)の純額 53,573 △59,815

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

法定実効税率 37.8％ ―

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.5 ―

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△3.1 ―

住民税均等割等 1.2 ―

評価性引当額の増減 △9.9 ―

その他 1.0 ―

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

28.5 ―
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(賃貸等不動産関係)

当社では、東京都において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む)等を有しています。

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額並びに連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおり

です。

(単位：千円)

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額です。

２ 時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)で

す。

また、賃貸等不動産に関する賃貸損益(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上)は、次のとおり

です。

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

連結貸借対照表
計上額

期首残高 1,468,009 1,426,381

期中増減額 △41,627 △39,672

期末残高 1,426,381 1,386,709

期末時価 2,682,154 3,000,000

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

賃貸損益 147,569 125,382

－65－



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社は製品・サービス別セグメントから構成されており、「印刷」(一般印刷・情報、新聞印刷他)、「電子部品

製造」(フラットパネルディスプレイ製品、エレクトロニクス製品)及び「不動産賃貸」の３つを報告セグメントと

しています。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一です。

セグメント間の内部売上高又は振替高は、市場価格に基づいています。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(注) １ 調整額は以下のとおりです。

セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは現金及び預

金並びに投資有価証券です。

２ セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結

財務諸表
計上額印刷

電子部品
製造

不動産賃貸 計

売上高

外部顧客への売上高 16,622,909 1,666,275 222,153 18,511,337 ― 18,511,337

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 137,160 137,160 △137,160 ―

計 16,622,909 1,666,275 359,314 18,648,498 △137,160 18,511,337

セグメント利益又は損失(△) 350,307 △77,332 242,487 515,462 ― 515,462

セグメント資産 14,538,011 2,788,469 2,402,781 19,729,262 8,462,838 28,192,101

その他の項目

減価償却費 1,243,737 127,619 65,807 1,437,164 ― 1,437,164

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

892,709 22,675 15,878 931,263 ― 931,263

－66－



当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(注) １ 調整額は以下のとおりです。

セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは現金及び預

金並びに投資有価証券です。

２ セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結

財務諸表
計上額印刷

電子部品
製造

不動産賃貸 計

売上高

外部顧客への売上高 17,018,269 1,462,992 198,268 18,679,530 ― 18,679,530

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 153,625 153,625 △153,625 ―

計 17,018,269 1,462,992 351,893 18,833,155 △153,625 18,679,530

セグメント利益又は損失(△) 483,762 △398,794 249,922 334,891 ― 334,891

セグメント資産 14,439,285 2,839,134 2,340,972 19,619,392 7,986,651 27,606,043

その他の項目

減価償却費 1,188,945 125,282 64,790 1,379,018 ― 1,379,018

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,681,744 66,102 3,780 1,751,627 ― 1,751,627

－67－



【関連情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一のため、記載を省略しています。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一のため、記載を省略しています。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社読売新聞東京本社 6,669,897 印刷

ヤマト運輸株式会社 2,384,657 印刷

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社読売新聞東京本社 6,545,369 印刷

ヤマト運輸株式会社 2,386,457 印刷

－68－



【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(注) １ 報告セグメントに配分したのれんの償却額はありません。

２ 当期償却額は平成22年３月以前に発生した負ののれんの償却額であり、当期末残高は平成22年３月以前に発

生した負ののれんの残高です。

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(注) １ 報告セグメントに配分したのれんの償却額はありません。

２ 当期償却額は平成22年３月以前に発生した負ののれんの償却額であり、当期末残高は平成22年３月以前に発

生した負ののれんの残高です。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計

印刷 電子部品製造 不動産賃貸 計

当期償却額 ― ― ― ― 9,486 9,486

当期末残高 ― ― ― ― 11,858 11,858

(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計

印刷 電子部品製造 不動産賃貸 計

当期償却額 ― ― ― ― 9,486 9,486

当期末残高 ― ― ― ― 2,371 2,371

－69－



【関連当事者情報】

１ 関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(注) １ 上記取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでいます。

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等

当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で行っています。

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(注) １ 上記取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでいます。

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等

当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で行っています。

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(会社等)
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 (当
該会社等
の子会社
を含む)

DICグラ
フィック

ス
株式会社

東京都
千代田区

500,000
各種印刷用
インキ等の
製造販売

(被所有)
直接 間接
0.9   ―

原材料の購入 原材料仕入 977,431
支払手形
及び
買掛金

519,015

主要株主
(会社等)
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 (当
該会社等
の子会社
を含む)

三菱製紙
販売

株式会社

東京都
中央区

600,000

洋紙・板紙・
パルプ・
製紙用工業
薬品の卸売

(被所有)
直接 間接
0.3   ―

原材料の購入
役員の兼任１名

原材料仕入 1,532,542
支払手形
及び
買掛金

673,193

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(会社等)
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 (当
該会社等
の子会社
を含む)

DICグラ
フィック

ス
株式会社

東京都
千代田区

500,000
各種印刷用
インキ等の
製造販売

(被所有)
直接 間接
0.9   ―

原材料の購入 原材料仕入 893,225
支払手形
及び
買掛金

492,637

主要株主
(会社等)
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 (当
該会社等
の子会社
を含む)

三菱製紙
販売

株式会社

東京都
中央区

600,000

洋紙・板紙・
パルプ・
製紙用工業
薬品の卸売

(被所有)
直接 間接
0.3   ―

原材料の購入
役員の兼任１名

原材料仕入 1,579,292
支払手形
及び
買掛金

680,152
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(１株当たり情報)

(注) １ 前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載し

ていません。

２ 当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また潜

在株式が存在していないため記載していません。

３ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

項目
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 545.86円 550.66円

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

11.20円 △0.97円

項目
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 359,346 △30,917

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 359,346 △30,917

期中平均株式数 (千株) 32,076 31,741
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２ リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上している部分を除いて算出しています。

３ リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 3,130,000 3,155,000 1.2 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 612,536 684,114 1.8 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,692,682 1,495,838 1.9
平成27年６月25日～
平成32年８月25日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 5,435,219 5,334,952 ― ―

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

リース債務 646,646 385,649 134,811 115,352
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 4,487,557 9,138,713 14,286,780 18,679,530

税金等調整前
四半期(当期)
純損失(△)

(千円) △308,516 △166,687 △90,756 △25,985

四半期(当期)
純損失(△)

(千円) △199,283 △118,108 △65,776 △30,917

１株当たり
四半期(当期)
純損失(△)

(円) △6.28 △3.72 △2.07 △0.97

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益
又は四半期
純損失(△)

(円) △6.28 2.56 1.65 1.10
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２ 【財務諸表等】
(1) 【財務諸表】
① 【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,810,152 812,295

受取手形 399,022 128,845

売掛金 2,142,306 2,188,711

製品 495,378 524,941

原材料 91,150 77,420

仕掛品 465,141 568,745

未収入金 159,534 105,522

前払費用 52,294 40,058

短期貸付金 1,299 1,163

繰延税金資産 80,872 70,548

その他 46,097 46,601

貸倒引当金 △1,000 △1,000

流動資産合計 5,742,251 4,563,855

固定資産

有形固定資産

建物 ※1  7,937,201 ※1  7,557,299

構築物 ※1  127,271 ※1  120,383

機械装置 ※1  2,038,362 ※1  2,723,347

車両及び運搬具 10,616 4,752

工具器具備品 82,922 92,039

土地 ※1  2,789,149 ※1  2,780,720

リース資産 1,950,647 1,780,718

建設仮勘定 186,400 －

有形固定資産合計 15,122,571 15,059,261

無形固定資産

その他 8,913 26,287

無形固定資産合計 8,913 26,287

投資その他の資産

投資有価証券 ※1  4,313,576 ※1  4,676,375

関係会社株式 438,392 436,892

長期貸付金 46,000 －

その他 705,422 732,958

貸倒引当金 △92,540 △91,290

投資その他の資産合計 5,410,851 5,754,936

固定資産合計 20,542,336 20,840,485

資産合計 26,284,587 25,404,341
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 2,030,479 1,292,911

買掛金 704,633 641,724

短期借入金 ※1  3,130,000 ※1  3,130,000

リース債務 590,298 644,972

未払金 174,687 176,505

未払費用 351,491 324,284

未払法人税等 16,629 31,702

預り金 17,987 37,508

設備関係支払手形 370,400 46,956

賞与引当金 146,000 134,000

その他 25,392 23,543

流動負債合計 7,558,000 6,484,108

固定負債

リース債務 1,643,431 1,396,374

退職給付引当金 489,999 944,133

役員退職慰労引当金 23,263 23,263

長期前受収益 227,136 162,240

繰延税金負債 110,497 210,695

その他 103,888 112,576

固定負債合計 2,598,215 2,849,283

負債合計 10,156,216 9,333,392

純資産の部

株主資本

資本金 5,607,886 5,607,886

資本剰余金

資本準備金 4,449,556 4,449,556

資本剰余金合計 4,449,556 4,449,556

利益剰余金

利益準備金 701,359 701,359

その他利益剰余金

退職給与積立金 2,700 2,700

別途積立金 2,862,200 2,862,200

繰越利益剰余金 2,404,842 2,000,646

利益剰余金合計 5,971,102 5,566,905

自己株式 △712,167 △712,815

株主資本合計 15,316,377 14,911,532

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 811,993 1,159,416

評価・換算差額等合計 811,993 1,159,416

純資産合計 16,128,371 16,070,948

負債純資産合計 26,284,587 25,404,341
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② 【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

売上高 15,993,093 16,158,418

売上原価 13,197,591 13,489,222

売上総利益 2,795,501 2,669,196

販売費及び一般管理費 ※2  2,403,115 ※2 2,502,317

営業利益 392,386 166,879

営業外収益

受取利息及び配当金 84,915 129,421

その他 54,913 35,313

営業外収益合計 139,828 164,735

営業外費用

支払利息 93,745 89,789

売上割引 35,740 36,138

その他 6,119 1,617

営業外費用合計 135,605 127,545

経常利益 396,609 204,068

特別利益

投資有価証券売却益 47,551 96,775

特別利益合計 47,551 96,775

特別損失

固定資産除却損 ※3  10,816 ※3  37,903

固定資産売却損 － ※4  29,628

減損損失 3,105 －

関係会社株式評価損 14,980 －

過去勤務費用 － ※5 378,108

特別損失合計 28,901 445,640

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 415,259 △144,796

法人税、住民税及び事業税 15,000 16,000

法人税等調整額 86,680 △74,029

法人税等合計 101,680 △58,029

当期純利益又は当期純損失（△） 313,578 △86,766
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

当期首残高 5,607,886 4,449,556 4,449,556

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 5,607,886 4,449,556 4,449,556

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計退職給与

積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 701,359 2,700 2,862,200 2,476,981 6,043,241 △606,538 15,494,145

当期変動額

剰余金の配当 △385,717 △385,717 △385,717

当期純利益 313,578 313,578 313,578

自己株式の取得 △105,629 △105,629

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)

当期変動額合計 ― ― ― △72,138 △72,138 △105,629 △177,768

当期末残高 701,359 2,700 2,862,200 2,404,842 5,971,102 △712,167 15,316,377

－77－



(単位：千円)

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 253,197 253,197 15,747,343

当期変動額

剰余金の配当 △385,717

当期純利益 313,578

自己株式の取得 △105,629

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
558,796 558,796 558,796

当期変動額合計 558,796 558,796 381,028

当期末残高 811,993 811,993 16,128,371
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当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

当期首残高 5,607,886 4,449,556 4,449,556

当期変動額

剰余金の配当

当期純損失(△)

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 5,607,886 4,449,556 4,449,556

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計退職給与

積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 701,359 2,700 2,862,200 2,404,842 5,971,102 △712,167 15,316,377

当期変動額

剰余金の配当 △317,430 △317,430 △317,430

当期純損失(△) △86,766 △86,766 △86,766

自己株式の取得 △648 △648

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)

当期変動額合計 ― ― ― △404,196 △404,196 △648 △404,845

当期末残高 701,359 2,700 2,862,200 2,000,646 5,566,905 △712,815 14,911,532
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(単位：千円)

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 811,993 811,993 16,128,371

当期変動額

剰余金の配当 △317,430

当期純損失(△) △86,766

自己株式の取得 △648

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
347,422 347,422 347,422

当期変動額合計 347,422 347,422 △57,422

当期末残高 1,159,416 1,159,416 16,070,948
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法にて評価しています。

② その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法にて評価しています。(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しています。)

時価のないもの

移動平均法による原価法にて評価しています。

(2) たな卸資産

① 製品

売価還元法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)にて評価しています。

② 原材料

先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)にて評価しています。

③ 仕掛品

売価還元法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)にて評価しています。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっています。

但し、建物(建物附属設備を除く)及び川越工場新聞印刷用機械及び装置については、定額法によっています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ３年～50年

機械装置 ４年～15年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっています。

なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっていま

す。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

なお、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
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３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充当するため、支給見込み額のうち当事業年度の負担額を計上しています。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してい

ます。

なお、会計基準変更時差異(499,414千円)については、15年による按分額を費用処理しています。

過去勤務費用は発生年度に全額費用処理しています。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しています。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

なお、当社は平成20年６月に役員退職慰労金制度を廃止しており、計上額は過去分の要支給額となっています。

４ その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、会計基準変更時差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

(表示方法の変更)

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表等

規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しています。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に変

更しています。

以下の事項について、記載を省略しています。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略してい

ます。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略して

います。

・財務諸表等規則第75条第２項に定める製造原価明細書については、同ただし書きにより、記載を省略していま

す。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しています。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しています。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、同

条第４項により、記載を省略しています。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しています。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略してい

ます。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保提供資産及び担保資産に対応する債務

担保提供資産

上記のうち、工場財団設定分

担保資産に対応する債務

上記のうち、工場財団設定分

２ 受取手形割引高

３ 関係会社に対する金銭債権・債務(区分表示したものを除く)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

建物 6,189,420千円 5,304,927千円

構築物 29,380 27,610

機械装置 335,656 308,873

土地 1,439,085 669,175

投資有価証券 375,977 474,450

計 8,369,520 6,785,037

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

建物 2,411,049千円 2,293,587千円

構築物 29,380 27,610

機械装置 335,656 308,873

土地 132,854 132,854

計 2,908,941 2,762,926

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

受取手形割引高 ―千円 206,592千円

短期借入金 2,220,000 2,444,570

計 2,220,000 2,651,163

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

受取手形割引高 ―千円 131,163千円

短期借入金 1,660,000 1,960,000

計 1,660,000 2,091,163

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

受取手形割引高 ―千円 325,776千円

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

短期金銭債権 54,166千円 47,879千円

長期金銭債権 46,000 ―

短期金銭債務 92,668 174,017
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(損益計算書関係)

１ 関係会社との取引高

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりです。

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。

※５ 過去勤務費用

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

当事業年度に退職金規程を改訂したことに伴い発生した過去勤務費用の全額費用処理額です。

前事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

売上高 145,974千円 158,184千円

営業費用 1,060,437 1,415,306

営業取引以外の取引高 171,716 271,617

前事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

荷造運賃 438,300千円 497,323千円

給料手当 765,350 755,153

賞与引当金繰入額 34,751 32,916

退職給付費用 77,074 73,534

法定福利費 75,078 82,313

減価償却費 75,866 78,623

研究開発費 182,810 208,256

おおよその割合

販売費 70％ 65％

一般管理費 30％ 35％

前事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

建物 1,924千円 ―千円

機械装置 3,565 37,602

車両及び運搬具 363 ―

工具器具備品 1,598 300

その他 3,365 ―

計 10,816 37,903

前事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

機械装置 ―千円 29,628千円
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

(単位：千円)

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載して

いません。

区分
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

子会社株式 436,892 436,892

関連会社株式 ― ―

計 436,892 436,892
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(注) 当事業年度において、税引前当期純損失を計上しているため記載を省略しています。

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成26年法律第10号)が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれ

る一時差異について、前事業年度の37.8％から35.4％に変更されています。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が7,939千円減少し、当事業年度に計上され

た法人税等調整額が同額増加しています。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

(繰延税金資産)

貸倒引当金 32,759千円 32,670千円

賞与引当金 55,188 47,436

退職給付引当金 173,459 334,223

役員退職慰労引当金 8,235 8,235

未払事業税 ― 5,492

未払事業所税 3,169 2,901

ゴルフ会員権評価損 7,307 4,973

減損損失 197,764 168,846

長期前受収益 83,521 57,433

その他 48,079 31,793

繰延税金資産小計 609,484 694,005

評価性引当額 △74,598 △65,382

繰延税金資産合計 534,886 628,623

(繰延税金負債)

前払年金費用 △116,648 △139,256

未払事業税 △2,900 ―

その他有価証券評価差額金 △444,962 △629,513

繰延税金負債合計 △564,511 △768,770

繰延税金資産(負債)の純額 △29,625 △140,146

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

法定実効税率 37.8％ ―

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.7 ―

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△3.9 ―

住民税均等割等 3.6 ―

評価性引当額の増減 △13.9 ―

その他 △0.8 ―

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

24.5 ―
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：千円)

(注)  当期において、新聞印刷関連改造工事により機械装置877,420千円、草加工場機械導入により機械装置160,237千

円増加しました。

また、リース資産の主な増加は、新聞用刷版機(CTP)260,000千円です。

【引当金明細表】

(単位：千円)

(注)  貸倒引当金の当期減少額「その他」は洗い替えによる戻入れ(1,000千円)、入金に伴う取崩し(1,250千円)です。

区分 資産の種類
期首

帳簿価額
当期増加額 当期減少額 当期償却額

期末
帳簿価額

減価償却
累計額

期末
取得原価

有形
固定
資産

建物 7,937,201 28,253 2,924 405,229 7,557,299 23,476,965 31,034,265

構築物 127,271 1,100 ― 7,988 120,383 1,557,026 1,677,409

機械装置 2,038,362 1,132,577 93,903 353,688 2,723,347 16,365,915 19,089,262

車両及び
運搬具

10,616 2,360 6,834 1,389 4,752 47,554 52,306

工具器具
備品

82,922 16,356 300 6,938 92,039 1,352,880 1,444,920

土地 2,789,149 ― 8,428 ― 2,780,720 ― 2,780,720

リース資産 1,950,647 412,062 ― 581,991 1,780,718 2,218,680 3,999,399

建設仮勘定 186,400 ― 186,400 ― ― ― ―

計 15,122,571 1,592,708 298,792 1,357,226 15,059,261 45,019,023 60,078,284

無形
固定
資産

その他 8,913 21,910 ― 4,536 26,287 57,543 83,831

計 8,913 21,910 ― 4,536 26,287 57,543 83,831

区分 期首残高 当期増加額

当期減少額

期末残高
目的使用 その他

貸倒引当金 93,540 1,000 ― 2,250 92,290

賞与引当金 146,000 134,000 146,000 ― 134,000

役員退職慰労引当金 23,263 ― ― ― 23,263
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

(注) １ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

こととしています。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

２ 特別口座に記載されている単元未満株式の買取り及び買増しについては、三井住友信託銀行株式会社の全国

本支店にて取扱います。

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り
及び買増し

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しています。

(1)  有価証券報告書
及びその添付書類
並びに確認書

事業年度
(第111期)

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

平成25年６月27日
関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書 事業年度
(第111期)

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

平成25年６月27日
関東財務局長に提出。

(3)  四半期報告書及び確認書

第112期
第１四半期

自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

平成25年８月12日
関東財務局長に提出。

第112期
第２四半期

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

平成25年11月13日
関東財務局長に提出。

第112期
第３四半期

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

平成26年２月13日
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第９号の２(株主総会
における議決権行使の結果)の規定
に基づく臨時報告書

平成25年７月３日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

平成30年６月７日

光村印刷株式会社

代表取締役社長 阿 部 茂 雄 殿

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる光村印刷株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の訂正後の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、光

村印刷株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中 原 健 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山 田 円 ㊞



その他の事項

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、連結財務諸表を訂正している。なお、当

監査法人は、訂正前の連結財務諸表に対して平成26年６月27日に監査報告書を提出した。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しています。

２ XBRLデータは監査の対象に含まれていません。



独立監査人の監査報告書

平成30年６月７日

光村印刷株式会社

代表取締役社長 阿 部 茂 雄 殿

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる光村印刷株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第112期事業年度の訂正後の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、光村印

刷株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中 原 健 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山 田 円 ㊞



その他の事項

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、財務諸表を訂正している。なお、当監査

法人は、訂正前の財務諸表に対して平成26年６月27日に監査報告書を提出した。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しています。

２ XBRLデータは監査の対象に含まれていません。




